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1. はじめに 

大規模災害が発生した際，救助や支援活動等の災害対応

を迅速に行うために早急な被害状況の把握が重要である

とされているが，災害発生直後は自治体職員の被災や通信

網の遮断などにより情報の収集が困難となる．そこで，著

書らは広範囲の被災地を短時間で撮影することが可能な

人工衛星画像を活用した被害検知技術の開発を行ってお

り，これまでに災害前後の衛星画像と構造物属性情報(築

年数，構造種)からニューラルネットワークによって総合

的に倒壊の有無を予測するマルチモーダル学習モデルを

構築した 1)．ここでは，全壊・無被害の区別を約 90％とい

う高い精度で検知することに成功したが，一方で衛星画像

の有する射角や解像度では半壊や一部損壊などの詳細な

被害形態の検知が原理的に困難であることが課題に挙が

った．本研究では，そのような詳細な被害を予測するため

に物理シミュレーションを活用し，詳細な被害を予測する

物理シミュレーションと予測精度の高い衛星画像解析を

統合する被害予測技術を確立することを目的とする．  

本稿では，熊本地震における熊本県益城町を対象とし，

被害率曲線を用いた物理的な被害率予測技術と観測デー

タをもとに建物被害を予測するマルチモーダル学習モデ

ルをベイズ理論に基づいて統合した建物被害予測モデル

を構築し，その評価を行った結果を報告する． 

 

2. 被害率曲線を用いた被害率推定 

 被害率曲線とは震度などの地震動指標と建物被害率と

の関係を示すものである．本研究では，兵庫県南部地震

(1995 年)時の西宮市での実績をもとに地表最大速度

(𝑃𝐺𝑉)と建物被害が(𝑥𝑖) (全壊，全半壊，無被害に区分)と

判別される確率(𝑃(𝑥𝑖))の関係を(1)式によって定める． 

         𝑃(𝑥𝑖) =
𝜑(ln(𝑃𝐺𝑉)−𝜆𝑦,𝑠)

𝜁𝑦,𝑠
    (1) 

ここで，𝜆, 𝜁は ln⁡(𝑃𝐺𝑉)の平均値および標準偏差，𝑦 は構

造物の築年代，𝑠 は構造種別を示し，𝜑 は累積確率分布関

数である．  

 検証の対象データとして，2016年の熊本地震における熊

本県益城町の悉皆調査データ 2)を利用した．地表最大速度

は 135cm/s とし，(1)式から各構造物の全壊率・全半壊率

を算出した結果を図 1(b)，図 2(b)に示す．衛星画像から

は判別の難しい半壊被害も予測が可能であるが，全域で高

い全壊・全半壊率が算出されており，図 1(a)，図 2(a)に

示す実際の被害状況と比べても過大評価となっている．  

 
(a) Ground Truth（全壊） 

 
(b) 全壊確率(事前) 

 

(c) 全壊確率（事後） 

図 1 全壊 
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無被害
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3. 衛星画像の AI解析を用いた予測結果のベイズ更新 

物理シミュレーションによる予測結果に対して観測デ

ータによる補正を行うモデルの構築を行った．本研究では，

前述した衛星画像の解析による予測結果を観測データと

して位置付ける．物理シミュレーションと観測データの統

合にはベイズ理論を利用し，本研究では被害率曲線による

被害率を事前確率，マルチモーダル学習モデルによる予測

結果を尤度と置く．以下にその定式化手法を説明する．  

衛星画像解析によって得られる被害状態に関する集合

を𝐷 = {𝑑1,⋯ , 𝑑𝑚}とし，被害率曲線から得られる被害確

率に関する集合を𝑋 = {𝑥𝑖|𝑖 = 1,⋯ , 𝑛}とする．ここでの𝐷

とは全壊・無被害といった大まかな被害予測のみを含んだ

集合であり，本研究では𝑚 = 2である．𝑋は半壊や一部損

壊など詳細な被害時情報を含むものであり，本研究では

𝑛 = 3である．実際の被害状態が𝑥𝑖であるときに衛星画像

解析から被害状態が𝐷𝑗と判定される確率を𝑝(𝐷𝑗|𝑥𝑖)，被害

率曲線から被害状態が𝑥𝑖と判定される確率を𝑝(𝑥𝑖)と置い

たとき(2)式が成り立つ． 

𝑃(𝑥𝑖|𝐷𝑗) =
𝑝(𝐷𝑗|𝑥𝑖)𝑝(𝑥𝑖)

𝑝(𝐷𝑗)
=

𝑝(𝐷𝑗|𝑥𝑖)𝑝(𝑥𝑖)

∑ 𝑝(𝐷𝑗|𝑥ℎ)𝑝(𝑥ℎ)
ℎ
𝑘=1

   (2) 

 

(2)式によって，被害率曲線から得られた構造物の被害状

態を示す確率𝑝(𝑥𝑖)が衛星観測による被害推定結果𝐷𝑗に基

づいて補正される．この方法によって，衛星画像解析の有

する予測の確実性と物理シミュレーションの有する被害

推定の詳細性の両立が期待できる． 

ベイズ更新による全壊・全半壊の事後確率を示す結果を

図 1(c)，図 2(c)に示す．被害率曲線による予測結果では

全域で一様に高い被害率を示していたことに対して，衛星

解析結果を用いたベイズ更新を行ったことで過大評価が

補正され，地区ごとの被害の差異が表現され実際の被害分

布に近い結果が得られた． 

 

4.まとめ 

 数値シミュレーションに被害率曲線，観測データにマル

チモーダル学習モデルによる建物被害予測結果を統合さ

せたベイズ更新型被害率予測モデルの構築と検証を行っ

た．今後は，本モデルの性能を定量的に示すため正解率，

再現率，適合率などの評価指標を用いて性能評価を行う． 
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(a) Ground Truth(全半壊) 

 

(b) 全半壊確率(事前) 

 
(c) 全半壊確率(事後) 

図 2 全半壊 
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